
１　事業活動方針

２　事業内容

(1)「一 般 会 計」
　ア　事業概要

　　会員に対する各種の短期給付や福祉事業等を行う主たる会計です｡

　イ　事業活動収支の一部収支状況

　(ｱ) 会員数　

区　分 22年度決算 23年度決算 24年度変更 25年度当初

会員数 40,143 39,953 39,939 39,824

前年度比 △ 268 △ 190 △ 14 △ 115

　(ｲ)　主要財源

　　ａ　会費収入　

　会費収入については，新規加入会員及び退会会員を勘案し，見込むものとします。

区　分 22年度決算 23年度決算 24年度変更 25年度当初 （単位：千円）

会費総額 1,353,143 1,312,497 1,271,000 630,000

前年度比 △ 563 △ 40,646 △ 41,497 △ 641,000

　　b　雑収入

　　　・有価証券運用収入 4,699 千円

　　ｃ　他会計繰入金収入

退職慰労金会計の運用益の一部を公益目的事業のため繰り入れます。

31,000 千円

　(ｳ)　支出

    ａ　給付事業

・短期給付事業費　            入院費補助金から遺児給付金までの８事業の給付を見込みます。

事業総額 103,810 千円

・福祉事業費  　 成人病予防補助金から教育日記帳配付までの９事業の給付を見込みます｡

事業総額 506,244 千円

・公益事業費 スクールコンサート派遣事業他４事業を公益目的事業として計上します。

事業総額 31,000 千円

　  ｂ　管理費 一般会計事業に係る業務経費を見込みます。

総額 97,081 千円

　　総額（投資・財務活動を除く） 738,135 千円を計上します。

平成２５年度事業計画書

 　教職員とその家族の福利厚生を図るため，昭和３６年２月１日「千葉県公立学校職員互助組合」を設立し，昭

 　以来，年々事業の拡充発展を図り，昭和４７年１２月２３日に法人格を取得し，名称も「財団法人千葉県公立

和３７年１月１日から事業を開始しました。

・退職慰労金会計繰入金収入

の100分の50及び再任用会員会費（月額3,000円）を主な財源としています。

の一層の効率的運営に努めます。

学校教職員互助会」と改称しました。

   平成２０年１２月1日に施行された公益法人制度改革関連３法に基づき，平成２５年度からは，一般財団法人

　事業計画の基礎となる会員数は， 39,824 人を見込むものとします。

　会員の会費（被扶養者のない会員は，給料の月額の1000分の７，被扶養者のある会員は1000分の８）

として公益目的支出計画を確実に実施しつつ，会員の多様な期待に応えるべく，共済組合と一体となり諸事業

　また、平成24年度に互助会のあり方に関わる検討委員会の答申を踏まえ、事業見直しを推進し、システムの構

築を図ります。



　ウ　事業計画
  　ａ　給付事業

区分 内　　　　　　　　　　　　　　容

　会員又は被扶養者が療養のため入院したときは，入院１日につき会員 800円，被扶

養者 600円を給付します。

　会員又は被扶養者が妊娠し，医師又は助産師の健康診断等を受けたときは，

 6,000円を給付します。

　会員又は被扶養者が出産したときは，16,000円を給付します。

　なお，死産は対象にはなりません。

　会員又は被扶養者が死亡したときは，会員 500,000円，被扶養者50,000円を給付し

ます。再任用会員又は被扶養者が死亡したときは，再任用会員50,000円，再任用会

員の被扶養者25,000円を給付します。

　会員が水震火災，その他の非常災害により，その住居又は家財に損害を受けたとき

は，損害の程度に応じ50,000円～ 300,000円の範囲内で見舞金を給付します。

   ※　激甚災害の場合は，理事会の議決を経て，別に定める給付額となります。

　会員が結核，公務災害又は傷病等で，長期の療養を要するために休職したときは，

10,000円から 150,000円の範囲内で年２回（基準日４月１日・１０月１日）見舞金を給付

します。

  18歳以下で学齢前，小学校，中学校，高等学校及び高等専門学校に在学する被扶

養者のいる会員が死亡したときは，下記計算式により給付します。

（18－年齢＊）×10万円＋40万円　　　＊会員が死亡した時点の遺児の年齢

　4月1日現在満３０歳以上の会員及び被扶養者が，指定医療機関で人間ドックの健康

診断を受けたときは，年度内１回に限り会員は15,000円，被扶養者は5,000円を限度と

して給付します。（共済組合員は，別途共済組合から5,000円を併せて給付します。）

  会員が，指定医療機関で脳ドックを受けたとき（再任用会員を除く）は，３年度に１回

限り，10,000円を給付します。

　会員がインフルエンザの予防接種を受けたときは1,000円を限度として，麻しん（はし

か）の予防接種を受けたときは，2,500円を限度に給付します。（共済組合員は，別途

共済組合から同額を併せて給付します。）

　会員又は被扶養者が互助会が指定した宿泊施設(全国教職員互助団体協議会直営

施設，指定旅館を含む）を利用したとき（同一宿泊施設にあっては連続２泊まで）は，

１泊（2,000円以上の利用）につき， 2,000円を給付します。（公務による利用は不可）

　会員の被扶養者が小学校，中学校及び高等学校（特別支援学校の小学部，中学部

及び高等部を含む）に入学したときは， 7,000円を給付します。

遺児給付金

短
期
給
付
事
業

入学祝金

予防接種補助金

福祉施設利用補助金

成人病予防補助金

福
祉
事
業

　会員又は被扶養者が出産したときは，10,000円を給付します。

事　　業　　名

出産見舞金

長期療養者見舞金

入院費補助金

妊婦健康診断補助金

育児補助金

弔慰金

災害見舞金



　会員が結婚(事実上婚姻関係と同様の事情にある者を含む)したときは，40,000円を

給付します。

　看護休暇給付金の支給対象期間は，事業年度内を通算して180日を限度とし，勤務

に従事しなかった期間1日に付き7，000円を給付します。

（公立学校共済組合等から給付される日数を除く）

　２０年・３０年，教職員等として勤務した互助会員（再任用会員を除く）に対して，その

慰労と心身のリフレッシュを図るため旅行券を配付します。

　観劇・宿泊施設・遊園施設・ダイビング施設・レンタカー・ゴルフ場・ゴルフ練習場・

引越し・パック旅行・パーティープラン・通信講座・英会話・住宅相談・住宅資金・葬儀

サービス等が，会員証の提示等で割引利用できます。

共催事業費 　6月に生活用品,12月に正月用品を会員に安価であっせんします。

文化事業費   教育会館の運営費を助成します。

教育日記帳配付 　会員に日記帳を配付します。

公
益
事
業

公益目的事業

　①教育研究団体へ助成します。
　②教育芸術祭・教育講演会・教育塔合祀慰霊祭を関係団体と共催します。
　③文化・スポーツ団体へ助成します。
　④スクールコンサート派遣事業を行います。
　⑤公立図書館に図書を寄贈します。

ｶﾙﾁｬｰｽｸｰﾙ補助金

保健用品配付

長期会員慰労旅行
助成

各種あっせん事業

平成２５年度廃止

平成２５年度廃止

平成２５年度廃止

平成２５年度廃止

福
祉
厚
生
事
業

福
祉
事
業

結婚祝金

看護休暇給付金

はり,きゅう,ﾏｯｻｰｼﾞ施術
料補助金

補聴器購入補助金



(２)「特別会計」

　(２)―１｢退職慰労金会計｣

　ア　事業概要

　　会員が退職したときに，会員から預かっている退職慰労金を返還します。

　イ　事業活動収支状況

　(ｱ) 主要財源

　　債券等の運用益を主な財源としています。

　　ａ　雑収入 運用益を計上しています。

受取利息収入 9 千円

有価証券運用収入 122,922 千円

　　b　特定資産の取崩 会員から預かる退職慰労金の内、25年度支払見込額と同額分を計上。

　　長期預り金資産取崩収入 950,000 千円

　　c　固定資産の売却 債券の満期分を計上しています。

　　投資有価証券売却収入 800,000 千円

　　ｄ　財務活動収入 会員から預かる退職慰労金を計上しています。

退職慰労金預り金収入 630,000 千円

　(ｲ) 支出

公益目的事業を行うため、運用益の一部を一般会計へ繰り入れます。

　　一般会計繰入金支出 31,000 千円

　　ｂ　特定資産の取得 当年度分会費の100分の50を預り金として計上する。

長期預り金取得支出 630,000 千円

    ｃ  固定資産の取得 債券購入の支出を計上します。

投資有価証券取得支出 800,000 千円

　　ｄ　財務活動支出

　　退職慰労金預り金支出 950,000 千円

　　総額　2，411，000千円を計上します。

　ウ　事業計画

事業名

退職慰労金 支給額算定式

  平成24年度末までの積立額（預り金）＋25年度以降会費の５０／１００       

内　　　　　　　　容

　退職する会員を 2,917 人と見込み，下記の支給額算定式を基に平均給付額 325,677円を積算しています。

　　ａ　繰入金支出



 (２)―２｢貸付金会計｣

　ア　事業概要

　　会員が資金を必要とするとき,貸付を行います。

　イ　収支状況

　(ｱ) 主要財源

     会員からの償還金及び貸付利息収入を主な財源としています。

　　ａ　事業収入　 ・貸付利息収入 千円

・償還金収入 千円

　(ｲ) 支出

　　ａ　事業費 ・会員貸付金支出　 一般貸付 180件 千円

住宅貸付 10件 千円

・特別貸付金支出 特別貸付 2件 千円

看護休暇貸付 2件 千円

・貸付保険料支出 一般貸付分 千円

住宅貸付分 千円

　 総額 138，100千円を計上します｡

　ウ　事業計画

貸付限度額

１口５万円

２口まで

５万円単位

５０万円まで

※ 償還は，最終回を除き（特別・看護休暇貸付を除く）元利均等で毎月償還。

※ 貸付利率（平成22年12月31日現在）は，一般・住宅資金貸付とも月利 0.1883％です。

年２．２６％

無利息

無利息

住宅の新増築等のため資金を必要とするとき

非常災害・医療等で資金を必要とするとき

看護休暇期間中の生活に資金を必要とするとき

貸付の種類 使途

貸
付
金

一般貸付 １００万円

住宅貸付

5,690

126,000

10,000

100

1,000

800

特別貸付

看護休暇
貸付

１００万円

特
別
貸
付

132,410

200

臨時に資金を必要とするとき

貸付利率
（Ｈ24.12．31現在）

年２．２６％



(２)―３｢預金会計｣
　ア　事業概要

　イ　収支状況

　(ｱ) 主要財源

　　〔加入者数　17,562 人　  預金残額　56,528,807,858 円　（平成２４年１２月３１日現在）〕

　　ａ　事業収入　 会員からの積立金を計上しています。

　会員預り金収入 11,611,740 千円

　　ｂ　雑収入　 債券運用益収入等を計上しています。

　受取利息収入 50 千円

　生活設計運用有価証券配当収入 20,380 千円

　　ｃ　固定資産の売却　　　貯金経理信託の取り崩し分を計上しています。

　投資有価証券売却収入 13,335,000 千円

　(ｲ) 支出

　　ａ　事業費 支払利息，会員預り金の支出を見込みます。 13,335,732 千円

    b  固定資産の取得　　　　　 貯金経理信託の支出を計上します。　

　投資有価証券取得支出 11,612,000 千円

　  総額　24,947,732千円を計上します。

　ウ　事業計画

　生活の安定を図るため，有利な条件を設定して，生活設計積立預金を実施します。

１　積立額

　一口１，０００円単位，給料月額の８０％まで積み立てることができます。

（給料から差し引き・積み立て上限額1,000万円）

２　預金利率

　年０．０5０％の半年複利です。（平成２４年１２月３１日現在）

３　臨時積立

　６月，１２月に積み立てることができます。（給料月額×支給率）の８０％以内

４　積立額変更並びに積立中断及び復活

　前月の１５日まで。ただし，１２月の臨時積立額変更にあっては，前々月の１５日まで。

５　払戻し

　毎月１０日締切りで２５日から月末までの間に払戻し。加入後1年間はできません。

　千葉県教育委員会，千葉県教職員組合及び千葉県高等学校教職員組合が，教職員の生活の安

定と福利の向上を図ることを目的として締結した預貯金管理協定書第１６条の規定により，千葉県教

育委員会の委託を受けて管理する会計です。

　会員からの生活設計預り金を，みずほ信託銀行の貯金経理信託で運用し，その収益を主な財源と
しています。

内　　　　　　　　　　容事業名

生活設計積立預金



(２)―４｢退職互助事業会計｣

　ア　事業概要

　　退職会員に対する給付事業や福祉事業を行います。

　イ　事業活動収支の部収支状況

　(ｱ) 会員数

新規加入者の状況

加入者数推移

　(ｲ) 主要財源

　　ａ 会費収入

（単位：千円)

加入年齢

会費

会費総額状況

区　　分

会費収入

前年度比

　　ｂ　雑収入

有価証券運用収入 千円

　(ｳ) 支出

　　ａ　事業費 医療費補助金から会員クラブ利用助成までの６事業の給付を見込みます。

千円

　  ｂ　管理費 退職互助事業に係る業務経費を見込みます。 千円

　  総額（投資・財務活動を除く）　224,316千円を計上します。

△ 49,480 33,800

169,100

２３年度決算

218,580

57歳

580

区　　　分 ２５年度当初

２２年度決算

216,720

一人あたりの会費額(平成11年度より)

　新規加入者の会費及び債券の運用益を主な財源としています。

２４年度変更 ２５年度当初

202,900

58歳 59歳

540

60歳

520

20,712

33,950

203,604

　資金運用利息については，債券の運用益を計上しています。

△ 28,040 1,860

2

２２年度決算 ２３年度決算 ２４年度変更

50～55歳

620

56歳

600 560

前年度比

２３年度決算

407

13,254

182

２２年度決算 ２５年度当初

378

376

400

前年度比 △ 55 7 △ 95 66

加入者総数 12,614 12,796 12,878

新規加入者378人の合計 13,254人を見込みます。

　事業計画の基礎となる会員数は，平成２４年１２月３１日現在会員数 12,876人と平成２５年度

（単位：千円)

（単位：人）

（単位：人）

２４年度変更

312

82

区　　　分

新規加入者数



ウ　事業計画

○「退職互助部加入申込書」を提出します。

　＊配偶者の加入は退職者本人と同時加入になります。

　　また、「退職互助部加入申込書」は本人とは別に配偶者の方用として提出します。

加　　入　　日

　　退職日の翌日

　　加入申込書申込日の翌月1日

○上記①の場合で退職者本人の会費は、退職慰労金から充当します。

○上記②の場合で退職者本人の会費は，退職慰労金から充当できませんので，振り込みにな

ります。

○配偶者が加入する場合は、振り込みになります。

○加入時の年齢に応じて，会費を一括納入になります。

○納入は加入時のみ一回きりです。

ごとに１００円を給付します。

　会員がお亡くなりになったとき，遺族の方へ死亡給付金を給付します。

　　　満５５歳以上の会員の死亡　　２０，０００円

  　　満５５歳未満の会員の死亡　　５０，０００円

長寿記念品 　古希・喜寿・米寿・白寿の年齢になられたとき，記念品を贈呈します。

人間ドック利用補助金

会員クラブ利用助成

　

　互助会が指定した宿泊施設を利用したとき，１泊2,000円以上の利用につき 2,000円を給付し

　人間ドックを受診したとき，事業年度内１回に限り 10,000円を限度として給付します。

  退職互助事業の内容等をお知らせするため，「退互だより」を年２回(7月・11月)全会員に配
会報の配付

ます。（同一施設の宿泊は，連続２泊まで補助）

各種あっせん事業 パック旅行・パーティープラン・通信講座・英会話・住宅相談・住宅資金・葬儀サービス・遺言

信託等が，会員証の提示等で割引利用できます。

○退職の日まで１年以上互助会の会員であった方で，５０歳に達した後に退職した方。

申込期間・加入日

　②退職後2ヶ月目から最初の2月末日まで

　①退職後1ヶ月以内

加入申込期間

○退職の日まで引き続き1年以上会員であった者で50歳に達した後、死亡により退職した者の

○上記の配偶者で，５０歳以上の方。

配偶者で、５０歳以上の方。

加入資格者

申込方法

加入に伴う会費

事
業
内
容

死亡給付金

　５５歳以上の会員に，保険適用の医療費の自己負担額の５割を給付します。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　観劇・宿泊施設・遊園施設・ダイビング施設・レンタカー・ゴルフ場・ゴルフ練習場・引越し・

医療費補助金

　会員の親睦を図るため，各地区の教育会館を指定開放日に無料で利用できます。

　なお，満７０歳以上は外来・薬代・入院代（保険適用の自己負担額が対象）の合計額５００円

付します。

福祉施設利用補助金



(２)―５｢福祉年金事業会計｣

ア　事業概要

　イ　収支状況

　(ｱ) 主要財源

拠出された資金からの配当金を財源に収支を見込みます｡

　    平成２４年１２月末現在　加入件数 622 件

（内訳）三菱ＵＦＪ信託銀行 2 件

　　　　みずほ信託銀行 620 件

  　  平成２４年１２月末現在  加入金額 4,643,804 千円

（内訳）三菱ＵＦＪ信託銀行 7,610 千円

　　　　みずほ信託銀行 4,636,194 千円

　　ａ　事業収入　

互助年金信託配当金収入 1,586 千円
　　b　固定資産の売却

投資有価証券売却収入 4,550 千円

　(ｲ) 支出

　　ａ　給付金 福祉年金から長寿祝金までの７事業の給付を見込みます。

4,550 千円

　　b　固定資産の取得

投資有価証券取得支出 1,586 千円

　ウ　事業計画

事業名

福祉年金 会員の退職後の生活の安定を図るため，「福祉年金事業」を実施します。

加入方法  加入者は，「福祉年金事業規則」に基づき，

          １ 加入申込書を互助会理事長へ提出

          ２ 互助会を収益受託者とする信託契約を指定金融機関と締結

          ３ 申込み信託銀行へ払い込みを行うことにより本制度に加入

加入形態
　Ａ型　

　Ｂ型　

給付金の内訳

◎福 祉 年 金 据置期間を経過したとき。

◎遺 族 年 金　　

◎脱退一時金

◎遺族一時金

◎満了一時金 給付期間満了時に拠出金の返還を希望したとき。

◎死亡弔慰金

◎長寿祝金　　 加入者が満７０歳に達したとき１０，０００円を給付します。

　　 総額　6,136千円を計上します。

加入者が年金給付期間満了前に死亡したとき，その遺族に１０，０００円を給付します。

加入者が年金給付期間満了前に死亡し，その遺族が年金にかえて一時金として受取る
ことを希望したとき。

内　　　　　　　　　　　　　　　　　　容

加入者が年金給付期間満了前に死亡し，その遺族が引続き年金で受取ることを希望し
たとき。

加入者又は加入者の死亡により年金の受給権を受けた遺族が，脱退したとき。

　会員の退職後の生活の安定を図るための私的年金事業で会員が退職手当の範囲内で拠出した資金を安全に運用
し，年金及び長寿祝金等を給付します。

　この事業には，１年以上互助会員であった方(会員が死亡により退職した場合はその配偶者)が，退職し

た日から１年以内に１口５０万円で最高２０口まで，かつ退職手当の額の範囲内の拠出金を拠出すること

により加入できます。

　拠出金の据置期間経過後，収益相当分（利息）のみを年金として受け取り，受け取り期間満了
時に拠出金を一括して受け取る方法。

　拠出金の据置期間経過後，収益相当分（利息）及び拠出金を合わせて年金として受け取る方
法。



一般会計

(単位：千円)

当初予算額 前年度当初 増減 備考

Ⅰ事業活動収支の部

１事業活動収入

①基本財産運用収入 2 3 △ 1

基本財産利息収入 2 3 △ 1

②特定資産運用収入 55 62 △ 7

特定資産運用収入 55 62 △ 7

③会費収入 630,000 1,271,000 △ 641,000  県費会員    607,550千円

会費収入 630,000 1,271,000 △ 641,000  市町村費会員  22,450千円

④雑収入 4,699 5,960 △ 1,261

有価証券運用収入 4,699 5,960 △ 1,261

⑤他会計繰入金収入 31,000 31,000 0

退職慰労金会計繰入金収入 31,000 31,000 0  公益目的事業のため運用益の一部を繰入

事業活動収入計 665,756 1,308,025 △ 642,269

２事業活動支出

①短期給付事業費支出 103,810 102,626 1,184

入院費補助金支出 28,700 31,515 △ 2,815  40,200日

出産見舞金支出 8,150 8,300 △ 150  815件

妊婦健康診断補助金支出 4,890 4,980 △ 90  815件

育児補助金支出 13,040 13,280 △ 240  815件

弔慰金支出 19,100 21,250 △ 2,150  58件

長期療養者見舞金支出 11,230 9,600 1,630  353件

災害見舞金支出 700 700 0  4件　

医療費補助金支出 0 1 △ 1 H22年度末事業終了

18,000 13,000 5,000  20件

②福祉事業費支出 506,244 556,778 △ 50,534

成人病予防補助金支出 283,000 282,000 1,000
 人間ドック 18,380件
 脳ドック　920件

予防接種補助金支出 12,750 11,500 1,250
 インフルエンザ 12,000件
 麻しん 300件

福祉施設利用補助金支出 1,300 1,920 △ 620  650泊

入学祝金支出 17,500 19,600 △ 2,100  2,500件

結婚祝金支出 40,000 38,000 2,000  1,000件

看護休暇給付金支出 31,000 43,000 △ 12,000  300件　　

0 5,300 △ 5,300

補聴器購入補助金支出 0 50 △ 50

ｶﾙﾁｬｰｽｸｰﾙ補助金支出 0 90 △ 90

福祉厚生事業費支出 78,750 113,310 △ 34,560

　　保健用品配付支出 0 6,210 △ 6,210

長期会員慰労旅行助成支出 78,750 107,100 △ 28,350  2,480件

共催事業費支出 12,000 12,000 0  生活・正月用品割引あっせん

文化事業費支出 3,000 3,000 0  教育会館運営費助成金

教育日記帳配付支出 26,944 27,008 △ 64  42,100冊

③公益事業費支出 31,000 31,000 0

公益事業費支出 31,000 31,000 0  公益目的事業

平成２５年度(財)千葉県公立学校教職員互助会収支予算書

平成２５年４月１日から平成２６年３月３１日まで

遺児給付金支出

科　　　　　　　　　　目

はり、きゅう、マッサージ施術料補助金支出



当初予算額 前年度当初 増減 備考

④管理費支出 97,081 93,899 3,182

役員報酬支出 1,000 400 600

職員給与費支出 70,540 68,230 2,310

基本給支出 33,001 31,200 1,801  給与等の負担割合85%

諸手当支出 21,922 22,188 △ 266

社会保険料支出 9,313 8,443 870

退職給付支出 320 0 320

非常勤職員手当支出 5,984 6,399 △ 415  給与等の負担割合85%

厚生費支出 719 695 24

報償費支出 160 160 0

旅費支出 452 398 54

事務費支出 11,921 12,283 △ 362

事務用消耗品費支出 2,355 2,285 70  コピー用紙代他

図書印刷費支出 1,530 1,300 230  印刷に係る経費

通信運搬費支出 3,810 2,356 1,454  郵便代、電話代、ネット通信他

委託料支出 3,905 6,219 △ 2,314  文書保管委託、システム保守他

会議費支出 321 123 198  会場使用料他

負担金支出 2,304 2,130 174  全教互負担金他

賃借料支出 8,920 8,400 520  互助会資料室賃貸、パソコンリース料他

保険料支出 155 172 △ 17  役員の傷害総合保険料他

支払手数料支出 9 11 △ 2 HP更新手数料

租税公課支出 83 230 △ 147  収入印紙代他

普及費支出 600 600 0

修繕費支出 100 100 0  印刷機修理代他

雑支出 118 90 28

⑤他会計への繰入金支出 0 634,750 △ 634,750

退職慰労金会計繰入金支出 0 634,750 △ 634,750

事業活動支出計 738,135 1,419,053 △ 680,918

事業活動収支差額 △ 72,379 △ 111,028 38,649

Ⅱ投資活動収支の部

１投資活動収入

①特定資産取崩収入 320 0 320

退職給付引当資産取崩収入 320 0 320

投資活動収入計 320 0 320

２投資活動支出

①特定資産取得支出 2,030 2,920 △ 890

退職給付引当資産取得支出 2,030 2,920 △ 890  退職給付引当金の資産運用

2,048 1,000 1,048

2,048 1,000 1,048 事業見直しに係る開発

投資活動支出計 4,078 3,920 158

投資活動収支差額 △ 3,758 △ 3,920 162

Ⅲ財務活動収支の部

１財務活動収入 0 0 0

２財務活動支出 0 0 0

財務活動収支差額 0 0 0

当期収支差額 △ 76,137 △ 114,948 38,811

前期繰越収支差額 608,342 584,240 24,102

次期繰越収支差額 532,205 469,292 62,913

(注）　１　借入金限度額　　　　　 ０円

(注）　２　債務負担額　　　　　　　 ０円

科　　　　　　　　　　目

②固定資産取得支出

ソフトウェア購入支出

運用益については税引き後を計上しています。



特別会計

(１）退職慰労金会計

(単位：千円）

当初予算 前年度当初 増減 備考

Ⅰ事業活動収支の部

１事業活動収入

①雑収入 122,931 161,412 △ 38,481

受取利息収入 9 12 △ 3

有価証券運用収入 122,922 161,400 △ 38,478

②他会計繰入金収入 0 634,750 △ 634,750

一般会計繰入金収入 0 634,750 △ 634,750

事業活動収入計 122,931 796,162 △ 673,231

２事業活動支出

①事業費支出 0 824,000 △ 824,000

退職慰労金支出 0 824,000 △ 824,000

②他会計への繰入金支出 31,000 31,000 0

一般会計繰入金支出 31,000 31,000 0  公益目的事業のため運用益の一部を繰入

事業活動支出計 31,000 855,000 △ 824,000

事業活動収支差額 91,931 △ 58,838 150,769

Ⅱ投資活動収支の部

１投資活動収入

①特定資産取崩収入 950,000 0 950,000

長期預り金資産取崩収入 950,000 0 950,000

②固定資産売却収入 800,000 800,000 0 投資有価証券満期額

投資有価証券売却収入 800,000 800,000 0

③貸付金収入 0 16,816 △ 16,816

長期貸付金回収収入 0 16,816 △ 16,816 償還額より貸付額が多いため返済なし

投資活動収入計 1,750,000 816,816 933,184

２投資活動支出

① 特定資産取得支出 630,000 0 630,000

長期預り金取得支出 630,000 0 630,000

②固定資産取得支出 800,000 800,000 0

投資有価証券取得支出 800,000 800,000 0 投資有価証券購入予定額

投資活動支出計 1,430,000 800,000 630,000

投資活動収支差額 320,000 16,816 303,184

Ⅲ財務活動収支の部

１財務活動収入

①財務活動収入 630,000 0 630,000

630,000 0 630,000 会費の100分の５０を計上

財務活動収入計 630,000 0 630,000

２財務活動支出

①財務活動支出 950,000 0 950,000  2,197件(定年1,163件,その他1,034件）

退職慰労金預り金支出 950,000 0 950,000 資格停止分増額

財務活動支出計 950,000 0 950,000

財務活動収支差額 △ 320,000 0 △ 320,000

当期収支差額 91,931 △ 42,022 133,953

前期繰越収支差額 1,881,467 1,867,486 13,981

次期繰越収支差額 1,973,398 1,825,464 147,934

(注）　１　借入金限度額　　　　　 ０円

(注）　２　債務負担額　　　　　　　 ０円

平成２５年４月１日から平成２６年３月３１日まで

科　　　　　　　　　　目

退職慰労金預り金収入

運用益については税引き後を計上しています。

平成２５年度(財)千葉県公立学校教職員互助会収支予算書



(２）貸付金会計

(単位：千円）

当初予算 前年度当初 増減 備考

Ⅰ事業活動収支の部

１事業活動収入

①事業収入 138,100 176,016 △ 37,916

貸付利息収入 5,690 7,900 △ 2,210  年 2.26％

会員貸付金償還収入 132,312 167,900 △ 35,588

特別貸付金償還収入 98 216 △ 118

事業活動収入計 138,100 176,016 △ 37,916

２事業活動支出

①事業費支出 138,100 152,900 △ 14,800

会員貸付金支出 136,000 150,000 △ 14,000  190件（一般　180件　住宅　10件）

特別貸付金支出 1,100 1,300 △ 200  4件

貸付保険料支出 1,000 1,600 △ 600

事業活動支出計 138,100 152,900 △ 14,800

事業活動収支差額 0 23,116 △ 23,116

Ⅱ投資活動収支の部

１投資活動収入

投資活動収入計 0 0 0

２投資活動支出

①借入金返済支出 0 16,816 △ 16,816 償還額より貸付額が多いため返済なし

長期借入金返済支出 0 16,816 △ 16,816

投資活動支出計 0 16,816 △ 16,816

投資活動収支差額 0 △ 16,816 16,816

Ⅲ財務活動収支の部

１財務活動収入 0 0 0

２財務活動支出 0 0 0

財務活動収支差額 0 0 0

当期収支差額 0 6,300 △ 6,300

前期繰越収支差額 234,341 208,774 25,567

次期繰越収支差額 234,341 215,074 19,267

(注）　１　借入金限度額　　　　　 ０円

(注）　２　債務負担額　　　　　　　 ０円

平成２５年度(財)千葉県公立学校教職員互助会収支予算書

運用益については税引き後を計上しています。

平成２５年４月１日から平成２６年３月３１日まで

科　　　　　　　　　　目



(３）預金会計

(単位：千円）

当初予算 前年度当初 増減 備考

Ⅰ事業活動収支の部

１事業活動収入

①事業収入 11,611,740 12,196,290 △ 584,550

会員預り金収入 11,611,740 12,196,290 △ 584,550  会員からの積立金

②雑収入 20,430 39,164 △ 18,734

受取利息収入 50 64 △ 14

20,380 39,100 △ 18,720

事業活動収入計 11,632,170 12,235,454 △ 603,284

２事業活動支出

①事業費支出 13,335,732 13,804,270 △ 468,538

生活設計預金支払利息支出 27,369 44,000 △ 16,631   年 0.050％解約利息・元加利息

会員預り金支出 13,308,363 13,760,270 △ 451,907  一部払戻・解約

事業活動支出計 13,335,732 13,804,270 △ 468,538

事業活動収支差額 △ 1,703,562 △ 1,568,816 △ 134,746

Ⅱ投資活動収支の部

１投資活動収入

①固定資産売却収入 13,335,000 13,766,000 △ 431,000

投資有価証券売却収入 13,335,000 13,766,000 △ 431,000   貯金経理信託

投資活動収入計 13,335,000 13,766,000 △ 431,000

２投資活動支出

①固定資産取得支出 11,612,000 12,168,000 △ 556,000

投資有価証券取得支出 11,612,000 12,168,000 △ 556,000   貯金経理信託

投資活動支出計 11,612,000 12,168,000 △ 556,000

投資活動収支差額 1,723,000 1,598,000 125,000

Ⅲ財務活動収支の部

１財務活動収入 0 0 0

２財務活動支出 0 0 0

財務活動収支差額 0 0 0

当期収支差額 19,438 29,184 △ 9,746

前期繰越収支差額 75,322 73,756 1,566

次期繰越収支差額 94,760 102,940 △ 8,180

(注）　１　借入金限度額　　　　　 ０円

(注）　２　債務負担額　　　　　　　 ０円

平成２５年４月１日から平成２６年３月３１日まで

科　　　　　　　　　　目

生活設計運用有価証券配当金収入

平成２５年度(財)千葉県公立学校教職員互助会収支予算書

運用益については税引き後を計上しています。



(４）退職互助事業会計

(単位：千円）

当初予算 前年度当初 増減 備考

Ⅰ事業活動収支の部

１事業活動収入

①会費収入 202,900 208,060 △ 5,160  

会費収入 202,900 208,060 △ 5,160  378人（本人　342人　配偶者　36人）

②雑収入 33,950 43,180 △ 9,230

有価証券運用収入 33,950 43,180 △ 9,230

事業活動収入計 236,850 251,240 △ 14,390

２事業活動支出

①事業費支出 203,604 200,164 3,440

医療費補助金支出 174,000 170,000 4,000   8,100件

死亡給付金支出 5,100 4,600 500   255件

長寿記念品支出 7,384 9,274 △ 1,890   1,172件　

福祉施設利用補助金支出 2,260 2,230 30   1,130泊

人間ドック利用補助金支出 13,700 12,900 800   1,370件

会員クラブ利用助成支出 1,160 1,160 0   教育会館利用助成

②管理費支出 20,712 24,333 △ 3,621

職員給与支出 12,393 14,822 △ 2,429

基本給支出 5,824 5,504 320  給与等の負担割合15%

諸手当支出 3,869 4,226 △ 357

社会保険料支出 1,644 1,892 △ 248

非常勤職員手当支出 1,056 3,200 △ 2,144  給与等の負担割合15%

厚生費支出 127 155 △ 28

報酬支出 84 84 0  参与14名

旅費支出 125 120 5

事務費支出 7,089 8,311 △ 1,222

事務用消耗品支出 200 100 100

図書印刷費支出 563 1,168 △ 605  広報誌等印刷

通信運搬費支出 1,663 2,934 △ 1,271  広報誌等郵送料

委託料支出 4,623 4,069 554  HP作成委託料他

会議費支出 40 40 0  参与会等会場使用料

負担金支出 617 576 41  全教互負担金他

保険料支出 12 12 0  参与の傷害総合保険料他

264 253 11

租税公課支出 1 0 1 契約に係る収入印紙代

事業活動支出計 224,316 224,497 △ 181

事業活動収支差額 12,534 26,743 △ 14,209

Ⅱ投資活動収支の部

１投資活動収入 0 0 0

投資活動収入計 0 0 0

２投資活動支出

①固定資産取得支出 0 1,000 △ 1,000

0 1,000 △ 1,000

投資活動支出計 0 1,000 △ 1,000

投資活動収支差額 0 △ 1,000 1,000

Ⅲ財務活動収支の部

１財務活動収入 0 0 0

２財務活動支出 0 0 0

財務活動収支差額 0 0 0

当期収支差額 12,534 25,743 △ 13,209

前期繰越収支差額 903,942 904,126 △ 184

次期繰越収支差額 916,476 929,869 △ 13,393

(注）　１　借入金限度額　　　　　 ０円

(注）　２　債務負担額　　　　　　　 ０円

賃借料支出

平成２５年４月１日から平成２６年３月３１日まで

平成２５年度(財)千葉県公立学校教職員互助会収支予算書

運用益については税引き後を計上しています。

科　　　　　　　　　　目

ソフトウェア購入支出



(５）福祉年金事業会計

(単位：千円）

当初予算 前年度当初 増減 備考

Ⅰ事業活動収支の部

１事業活動収入

①事業収入 1,586 3,328 △ 1,742

互助年金信託配当金収入 1,586 3,328 △ 1,742

事業活動収入計 1,586 3,328 △ 1,742

２事業活動支出

①事業費支出 4,550 4,910 △ 360

給付金 4,550 4,910 △ 360

福祉年金支出 3,400 3,500 △ 100  1,750件

遺族年金支出 200 600 △ 400  150件

脱退一時金支出 400 370 30  20件

遺族一時金支出 100 120 △ 20  10件

満了一時金支出 240 100 140  90件

死亡弔慰金支出 110 120 △ 10  11件

長寿祝金支出 100 100 0  10件

事業活動支出計 4,550 4,910 △ 360

事業活動収支差額 △ 2,964 △ 1,582 △ 1,382

Ⅱ投資活動収支の部

１投資活動収入

①固定資産売却収入 4,550 4,910 △ 360

投資有価証券売却収入 4,550 4,910 △ 360  互助年金信託

投資活動収入計 4,550 4,910 △ 360

２投資活動支出

①固定資産取得支出 1,586 3,360 △ 1,774

投資有価証券取得支出 1,586 3,360 △ 1,774  互助年金信託

投資活動支出計 1,586 3,360 △ 1,774

投資活動収支差額 2,964 1,550 1,414

Ⅲ財務活動収支の部

１財務活動収入 0 0 0

２財務活動支出 0 0 0

財務活動収支差額 0 0 0

当期収支差額 0 △ 32 32

前期繰越収支差額 1,772 1,700 72

次期繰越収支差額 1,772 1,668 104

(注）　１　借入金限度額　　　　　 ０円

(注）　２　債務負担額　　　　　　　 ０円

科　　　　　　　　　　目

平成２５年度(財)千葉県公立学校教職員互助会収支予算書

運用益については税引き後を計上しています。

平成２５年４月１日から平成２６年３月３１日まで


